
福井県子ども・子育て支援計画の概要
基本理念：結婚、出産を希望する人や、子育てをするすべての人が、ライフステージに応じた十分な支援を受け、希望を叶えることができる社会を実現

計画期間：令和２年度～令和６年度（２０２０年度～２０２４年度）

〔働きながらの子育てを応援〕
（両立支援）
○子育て世代が企業に望むことは「柔軟な制度」と「取得しやすい環境」 〔Ｈ３０県子育て調査〕

・子どもが病気やけがの時の看護休暇制度（４３．６％）、
・子育てに関する制度が取得しやすい職場環境（２７．５％）
・育児のためのフレックスタイム制度（２４．４％）
・育児のための短時間勤務制度（２４．３％）

○晩婚化に伴い不妊治療を行う夫婦が増加、仕事と治療の両立が困難 〔Ｈ３０県子育て調査〕

・会社に希望すること：治療のための休暇制度（３６．５％）
有給休暇など現状ある制度を取りやすい環境（３２．８％）

（保育所等利用）
○低年齢児や特別な支援が必要な児童の保育所利用が増加、保育士確保が追い付かず待機児童が発生

○保育士の離職理由や改善希望 〔Ｈ２９県保育士実態調査〕

・元保育士の離職理由 ：給料が安い４６％、業務量が多い４５％、家庭との両立が困難３９％
・現職保育士の改善希望：給与・賞与６１％、職員の増員５４％、事務・雑務の軽減５１％

〔家庭での子育てを応援〕
○理想の子どもの数より持ちたい子どもの数が少ない主な理由は「経済的負担」、「肉体的負担」
中でも子どもが２人の世帯の負担感が大きい 〔Ｈ３０子育て調査〕

・「子育てにお金がかかる」 子どもが１人：５７．８％、２人：６７．８％、３人：６１．４％
・「精神的・肉体的負担が大きい」 子どもが１人：３３．１％、２人：４０．５％、３人：２４．３％

○三世代同居世帯が減少・働く祖父母世代が増加、核家族での子育てが中心に 〔国勢調査〕

・世帯類型別割合 三世代同居割合 ２０．２％（Ｈ１７） → １５．０％（Ｈ２７）
・６０～６４歳の労働力率（女性） ４８．３％（Ｈ１７） → ５９．２％（Ｈ２７）

○育児休業取得率、育児や子どもとのふれあいの時間は男女で大きな差
・育児休業取得率 男性：５．５％、女性９７．４％ 〔Ｈ３０福井県勤労者就業環境基礎調査〕

・子どもとのふれあいの時間（平日）夫：１時間１３分 妻：２時間３１分 〔Ｈ３０県子育て調査〕

〔主な施策〕
○子育てや不妊治療を応援し、働きやすい職場環境づくりを進める企業を支援

・働き方改革に向けた宣言を行った企業に対する取組みの支援や、労働環境の優良な企業の認定と情報発信

仕事と妊娠、出産、子育てが両立できる職場環境づくりを支援

〔主な施策〕
○潜在保育士の掘り起こしや若者への魅力発信により新たな保育人材を確保
・保育人材センターを拠点に、就職相談やマッチング等を実施

○市町の計画に基づく認定こども園等の受け皿整備
・子どもを安心して預けることができるよう保育所、認定こども園、放課後児童クラブ等の整備を支援

必要な人が必要な時に保育所等を利用することができる受け皿整備

〔子ども家庭福祉の向上〕
○ひとり親家庭の子どもに関する悩みは「教育・進学」と「しつけ」 〔Ｈ２９県ひとり親家庭実態調査〕

・「教育・進学」（母子６８．２％、父子６３．１％）
・「しつけ」 （母子３２．７％、父子３２．３％）

○児童虐待件数は増加、代替養育を必要とする児童数は横ばい
・児童相談所の児童虐待相談対応件数 Ｈ２６ ３４６件 → Ｈ３０ ６３８件
・代替養育対象児童数（年度末） Ｈ２６ ２０２人 → Ｈ３０ ２００人

〔主な施策〕
○生活困窮世帯やひとり親家庭、外国につながる家庭等が自立して暮らすことができる環境づくりの推進
・子どもの学力・生活向上を目指す学習支援や地域の居場所づくりを支援
・日本語指導が必要な外国人児童・生徒等に対する支援員配置や、外国につながる幼児を受け入れる保育所等への支援

○増加する児童虐待に対応する児童相談所および市町の体制強化

○社会的養育における里親委託の推進

すべての子どもたちが希望をもって成長していけるための支援の充実

現状と課題 ５年間に実施する主な施策

〔主な施策〕
○ 子だくさんふくいプロジェクト

子ども医療費の助成について県の支援を中学３年生まで拡充（現：小学３年生まで）

○家庭で子育てしている世帯への支援

○地域の高齢者やシニア世代が子どもと子育てを応援する社会づくりを促進

○親子のふれ合いの大切さ・子育ての楽しさを感じられる心の支援

２人目からの経済的支援や家庭での子育てを支援、高齢者による子育て応援など子育てにやさしい社会づくり

目標項目 現状 目標

合計特殊出生率
1.67

（2018年）
1.74

（2024年）

地域の子育てを応援する高齢者
やシニア世代の養成数（累計）

―
2,000人

（2024年度）

目標項目 現状 目標

父親の育児休業取
得率

5.5%
（2018年度）

10％
（2024年度）

目標項目 現状 目標

保育所等の待機児童
10人

（2019.4.1）
待機児童ゼロ
（2020年～）

目標項目 現状 目標

様々な世代が子育てに参加し、
子どもが安心して過ごすことが
できる地域の居場所数

70箇所
（2018年度）

120箇所
（2024年度）

〔新たな出会いの創出（結婚支援）〕
○７割以上の独身者が結婚を希望しているが、適当な相手にめぐり会っていない。

〔Ｈ３０県子育て調査〕

独身でいる理由 １位 まだ適当な相手にめぐり会っていない ５２．７％

○「市町単独では効果的な結婚支援事業は困難」「広域で連携して取組むべき」 〔市町ヒアリング〕

○結婚相談などお見合い支援の登録者は年齢が高く、男性が多い。
登録者平均年齢 男性３９．６歳 女性３５．７歳

○「婚活」に消極的な理由は１位「面倒」、２位「自然な出会いを待ちたい」 〔Ｈ３０県子育て調査〕

２５～３９歳の婚活経験率 男性１７．４％ 女性３４．９％

○結婚を希望する独身者の割合が低下傾向 〔Ｈ３０県子育て調査〕
できるだけ早く結婚したい、いずれは結婚したい ８２．４％(Ｈ２０)→８０．８％(Ｈ２５)→７４．０％(Ｈ３０)

若い世代が求める「自然な出会い」の環境づくりと、新時代のニーズに合った出会いをサポート

〔主な施策〕

○市町、企業、縁結びボランティアなど、オールふくいで広域的に若者の結婚を応援

○自然な出会いの環境づくり

○若者の結婚観・家族観の醸成

目標項目 現状 目標

県･市町の結婚応援事業を
きっかけとする婚姻件数

163件
（2018年度）

200件
（2024年度）

マッチングシステム
登録会員数

―
1,000人

（2024年度）


